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＊ｽｰ・ﾁｰ氏、弁護士と面会…ｵﾝﾗｲﾝ　拘束後初「元気そうだ」
ﾐｬﾝﾏｰで国軍に拘束されたｱｳﾝ･ｻﾝ･ｽｰ・ﾁｰ氏が31日、ｵﾝﾗｲﾝで弁護士と面会した。弁護団
によると「映像で見る限り健康そうだった」としている。国軍のｸｰﾃﾞﾀｰから4月1日で2ヵ月とな
るが、治安部隊の発砲などによる死者は520人を超え、混乱が続いている。
・ｽｰ・ﾁｰ氏は面会中、「そちらには警察官がいるようだし、私の横には警備要員がいる。法
律的に滴法なのか」と弁護士に質問。弁護士は「直接の面会を当局が求めている」と答え
た。
・ｽｰ・ﾁｰ・氏は国軍に拘束された後、首都ﾈﾋﾟﾄﾞｰの自宅に軟禁。輸出入法違反など4件の容
疑で訴追された。外部との接触なし。
・米、各国に「投資見直しを」・・米国は2月にｸｰﾃﾞﾀｰが起こされて以降、国軍幹部や国軍系
企業などへの制裁を矢継ぎ早に実施。

＊ｱｰﾑ、半導体設計更新…10年ぶり、AI機能搭載
英半導体設計大手ｱｰﾑは30日、最新版の仕様「Armv9」を発表。設計の更新は10年ぶり。AI
の能力、ｾｷｭﾘﾃｨーの強化を備える。同社はｽﾏﾎ向け半導体設計で世界で9割のｼｪｱを占め
る。様々な分野でAIの存在感が増すと見て性能を高める。
・ｻｲﾓﾝ・ｼｶﾞｰｽCEOは「AIが形作る未来を見据えた上で最先端のｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ基盤を構築
し、今後訪れるであろう課題に備える」と言う
・SBG（ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟ）は米ｴﾇﾋﾞﾃﾞｨｱ（ｱｰﾑを買収する）の大株主となる計画だ。ｴﾈﾋﾞﾃﾞｨｱ
はｱｰﾑの技術を手に入れ、AI向け半導体の競争力を高める狙いがある。

＊①中国市民、定年延長に反発…「家族総出で子育て」今も
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　働き手不足、一人っ子政策のﾂｹ
中国政府が定年退職延長議論を本格化させる。働き手を増やし、社会保障負担を抑えるた
めだ。若年雇用へのしわ寄せなどが予想され抵抗は根強い。祖父母を含め家族総出子供の
面倒をみる「自助」が基本の家族観も、定年延長に反発を招く要因になっている。
・70年前規定残る‥中国では公務員や国有企業の退職年齢は原則、男性が60歳、女性幹
部が55歳、女性従業員が50歳だ。1949年頃定めた規定が、都市部の平均寿命が80歳を超
す現在も残る。一人っ子政策のﾂｹで出生数が落ち込み、22年からは中国版「団塊世代」の
引退が始まる。

＊②
・60歳以上の比率は今後5年間で、2割を上回る。社会保障の支出圧力は高まり、中国社会
科学院は「公的年金は2035年に積立金が底をつく」との試算を示した。定年延長とｾｯﾄで年
金支給開始年齢も引き上げる方針だ。
・中国の一般市民は政治参加の意識は比較的希薄だが、自らの生活や経済利益に直結す
る問題には極めて敏感だ。とりわけ増大する高齢者の発言力は、習近平指導部も無視でき
ない。「ｼﾙﾊﾞｰ社会主義」のもとで定年延長などの議論を前に進めるのは容易ではない。

＊①大手の隙突き　次世代躍進…ｱｼﾞｱのﾕﾆｺｰﾝ候補調査
・1位のｶｰﾛ（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ）＝中古車ﾈｯﾄ売買（422.4%）「AIによる自動応答ｼｽﾃﾑ利用、自動車
の欠陥部分を検知、ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰの運転技術に応じて保険料を変える、中古車売買に関わる全
ての過程にAI技術を挿入」
　17位のｶｰｻﾑ（ﾏﾚｰｼｱ）＝中古車ﾈｯﾄ売買（191.9）「21年には売上10億㌦超となり、黒字に
転換」
・4位のﾄｩｳｲﾆｰ（韓国）＝ﾛﾎﾞｯﾄ開発(316.4) 「無人ﾛﾎﾞｯﾄ開発、上場予定
・5位のｴﾚｸﾄﾘｯｸ・ｷｳｲ（ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ）＝電力小売り(311.7) 「ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰを活用した事業ﾓﾃﾞﾙ
で、ｽﾏﾎで電気使用量が確認できる。
・15位のﾆﾝｼﾞｬﾊﾞﾝ=物流(205.0）「ﾈｯﾄ通販の拡大を支える物流企業」
・18位のｶｰﾘｰ（韓国）＝ﾈｯﾄ通販（191.3）「鮮度管理が難しい野菜・魚介類に加え、手軽に調
理できる半調理品、簡便食品が売り物」
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＊ｲﾝﾄﾞ中間層　4割減（昨年）…ｺﾛﾅ影響　ﾓﾃﾞｨ氏支持率に影
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大がｲﾝﾄﾞ市民の雇用や収入を直撃している。米調査会社ﾋﾟｭｰ・ﾘｻｰ
ﾁ・ｾﾝﾀｰの推計では、中間層は2020年に320万人減り、貧困層は2倍に増えた。ﾓﾃﾞｨ首相の
人気にも陰りが見えた。
・生活苦に陥る人々が急増するきっかけとなったのは、20年3月に実施したﾛｯｸﾀﾞｳﾝ（都市封
鎖）だ。
・ｴｺﾉﾐｽﾄのｽﾆｰﾙ・ｸﾏｰﾙ・ｼﾝﾊ氏は「新型ｺﾛﾅの打撃が最も大きな業種は、ｲﾝﾄﾞ経済の56%～
57%を占めるｻｰﾋﾞｽ業だ」と指摘。製造業の規模が大きい中国では多くの人が仕事を続ける
ことができるため、新型ｺﾛﾅの打撃は限定的だった。
・ｲﾝﾄﾞで生活苦に陥る庶民が増え、ﾓﾃﾞｨ氏の支持率も響き出した。」

＊ｸｰﾃﾞﾀｰ2ヵ月　ﾐｬﾝﾏｰ、経済疲弊…ATM引き出し制限
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　加工食品輸入停滞
国軍によるｸｰﾃﾞﾀｰの発生から2ヵ月が経過したが、国軍とﾃﾞﾓ隊との衝突は拡大し、事態収
拾の兆しはない。国際送金は制限され、交際貿易も滞っている。輸入食品が品薄になるな
ど、国民生活に影響が及んでいる。
・国軍は経済活動を再開させようと躍起だ。店舗責任者80人を政府庁舎に拘束し、「なぜ休
業したか、首謀者は？」と尋問。
・米欧が制裁を強めれば中ﾛへの傾斜が加速しかねない。大国の思惑が絡み、ﾐｬﾝﾏｰ情勢
は混迷を深めている。

＊ﾌｧｰｳｪｲ、増収確保…前期3.8%増　伸び率、10年で最低
中国通信機器最大手の華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）が発表した2020年12月期決算は、売上高が前
の期比3.8%増の8914億元（約15兆円）だった。米政府が20年9月に同社に対する輸出規制を
強化したことで半導体の調達が厳しく制限され、ｽﾏﾎの出荷が落ち込んだ。
・米IDCによるとﾌｧｰｳｪｲの20年のｽﾏﾎの世界出荷台数は19年比2割減の1億8千台まで落ち
込んだ。米政府による輸出規制を受け、ｽﾏﾎに使う高性能の半導体の確保が難しくなり生産
調整を余儀なくされたためだ。ただﾊﾟｿｺﾝやﾃﾚﾋﾞなどの他の機器で落ち込みを補う。

＊①中国、融資に「秘密条項」多用…「敵対」なら即返済・他国より優遇
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　途上国と不平等契約
中国が発展途上国向けに融資する際、中国にとって有利な返済条件となる「秘密条項」を多
用していることが明らかになった。中国の経済の成長が鈍る中、大概融資でも債権回収を重
視するようになったこと背景にある。中国優位の融資契約は、「債務のﾜﾅ」に陥った途上国
の債務再編を難しくしている。

＊②
米ｳｨﾘｱﾑ・ｱﾝﾄﾞ・ﾒｱﾘｰ大学に拠点を置く研究機関ｴｲﾄﾞﾃﾞｰﾀが3月31日、報告書を公開した。
1､途上国の債務返済において、他の債権国より中国を優遇する事を
　　定めた契約が多い。投資案件から生まれた収益を中国側が管理し、
　　返済が滞った際の担保にするといった例もある。
2､分析した契約の4分の3は、中国の融資がﾊﾟﾘｸﾗﾌﾞ（主要債務国会議）
　　が主導する債務整理を拒否できる条項を盛り込んでいた。
3､中国に敵対的な行為を取らないことを契約に明記した。
・国家開発銀と輸出入銀の2行による海外向け開発融資がﾋﾟｰｸだった16年（750億㌦）から
19年には40億㌦に急減したと算出。
・対米摩擦を意識して国際協調を訴える中国だが、今後は自国にばかり有利な秘密条項の
明記を途上国に突き付けにくくなっている。

＊TSMCが実質値上げ…半導体、年末から　需要増、11兆円投資
半導体の受託生産で世界最大手の台湾積体電路製造（TSMC）が2021年末の受注分から、
顧客への値引きを中止することが分かった。大型投資を踏み切る計画を明らかにして、製造
ｺｽﾄが膨らむことが理由。
・世界的な半導体不足を受け、注文が集中しているTSMCや聯華電子（UMC）などの台湾ﾒｰ
ｶｰがすでに、顧客から緊急受注を受けた場合、１割程度の値上げを要求している。
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＊ｳｲｸﾞﾙ対応　ｱﾊﾟﾚﾙ消耗…中国市場締め出し警戒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　H&M・ﾈｯﾄから排除、ZARA・声明削除
中国に進出する外資系のｱﾊﾟﾚﾙ企業が、少数民族ｳｲｸﾞﾙ族の問題を巡る批判への対応に
消耗戦を強いられている。批判の矢面に立つｽｳｪｰﾃﾞﾝのﾍﾈｽ・ｱﾝﾄﾞ・ﾏｳﾘｯﾂ（Ｈ＆Ｍ）は2度
の声明を出すも騒動は収まる気配がない。ｳｲｸﾞﾙ問題を巡り国際社会から圧力を受ける一
方、100兆円を超える巨大な中国市場を失うわけにもいかず板挟みになる。
⦿外資企業は難しい対応を迫られている。
　H&M（ｽｳｪｰﾃﾞﾝ）＝声明を公表。「中国の消費者の信頼を取り戻す」
　ZARA（ｽﾍﾟｲﾝ）＝過去の声明を自社のHPから削除
　無印良品＝「新疆綿」の使用継続を表明。米ﾅｲｷ＝声明なし
　ﾕﾆｸﾛ＝官製ﾒﾃﾞｨｱへの取材に応じず。

＊中国、原油備蓄を拡大…価格安で大量買い付け
　　　　　　　　　　　　　　　製品輸出は鈍化　市場、在庫の余剰懸念も
世界最大の原油輸入国の中国で推定在庫量が増え続けている。製油所の増設や国家備蓄
の積み増しを背景に中国が昨年から輸入を大幅に増やした一方、石油製品の輸出が伸び
悩み原油在庫の消化が遅れている。主要産油国の減産で世界の原油在庫は圧縮が進む
が、中国の余剰懸念が市場の波乱要因になりつつある。

＊無人店　ｱﾏｿﾞﾝに続け…感染防止、生産性も改善
　　　　　　　　　　　　　　　　　中国、ｲｽﾗｴﾙ勢も参入
背起亜のｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟが小売店の無人化でしのぎを削る。米ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞｺｸﾞﾆｼｮﾝはｽﾏﾎとAIｶﾒﾗ
を使うﾚｼﾞ不要のｼｽﾃﾑをてがけ、人手不足で生産性改善が課題の日本に本格参入する。米
ｱﾏｿﾞﾝ・ﾄﾞｯﾄ・ｺﾑの「ｱﾏｿﾞﾝGO」に続けと中国勢を交えた競争は激しくなる。
・無人化ｼｽﾃﾑは導入費などの面で「中小や業種によってはﾊｰﾄﾞﾙが高い」（KPMGｺﾝｻﾙﾃｨﾝ
ｸﾞの蓑野博之氏）。

＊ﾃｽﾗ、時価総額8位　躍進…ｱｯﾌﾟﾙ3年ぶり首位
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1年で7倍、ESGﾏﾈｰ追い風
世界企業の株式時価総額で米ｱｯﾌﾟﾙが3年ぶりに首位になった。3月末で唯一2兆㌦を超え
た。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽで市場が混乱していた1年前と比べ、8割以上増えた。上位にはｺﾛﾅ禍で
も稼ぐ力を高めた米巨大IT企業が並び、電気自動車（EV）大手の米ﾃｽﾗも8位に躍進した。
⦿時価総額上位はIT大手（順位、社名（国）、時価総額、「主な事業」）
１（3）ｱｯﾌﾟﾙ（米）2兆億㌦「通信機器」、2(1)ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｺ（ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ）1兆9千億㌦「石油」、3(2)
ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ（米）1兆7千億㌦「ｿﾌﾄｳｴｱ」、4(4)ｱﾏｿﾞﾝ･ﾄﾞｯﾄ･ｺﾑ（米）1兆5千㌦「ﾈｯﾄ通販」、5(5)ｱﾙ
ﾌｧﾍﾞｯﾄ（米）1兆3千億㌦「ITｻｰﾋﾞｽ」、6(7)ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ（米）8千億㌦「ITｻｰﾋﾞｽ」、7(8)ﾃﾝｾﾝﾄ（中
国）7千億㌦「ITｻｰﾋﾞｽ」、8(81）ﾃｽﾗ（米）6千億㌦「自動車」

＊2大国との距離感に腐心…対中「会場行動をけん制」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 対米「輸出増で制裁警戒」
共産党支配下で高い経済成長を続けるﾍﾞﾄﾅﾑで、最高指導者の党書記長であるｸﾞｴﾝ・ﾌｰ・
ﾁｪﾝ氏（76）が初の3期目（１期5年）に入った。長期政権が心血を注ぐ、通商、安全保障分野
で米中との最適な間合いを探ることだ。自律的な外交と成長の持続へﾍﾞﾄﾅﾑは岐路に立つ。
・「両国民の利益につながるような伝統的な友好関係を促進したい」。過去に戦火を交え、南
ｼﾅ海での領有権問題を抱える隣国に「両国民」という表現で一方的な海上行動を慎むよう
暗に迫った。
・安保面での圧力を高める中国に対峙するには米国の後ろ盾がいる。だが、通商や人権で
ﾍﾞﾄﾅﾑをみる米国の目は「為替操作国」として厳しさを増す。対米貿易黒字の削減圧力をか
ける。

＊中国、食料自給率低下に苦慮…農地劣化や乱開発要因
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 昨年7割台の試算も
食料自給の取り込みが困難さを増している。高い自給率を誇ってきたが、実際は農地の劣
化や乱開発を背景に下がり続けているとみられ、7割台に低下したとの試算もある。中国共
産党の習総書記は「食べ残し断固阻止」を指示するなど食料不足の防止に動いているが、
輸入を増やさざるを得ない状況は改善していない。
・中国の食料自給率は00年94%、10年には83%、19年は78%前後で、20年は天候の影響で
76%前後に下がったと推計する。
・党指導部がその年に最も重視する政策ﾃｰﾏは、04年以降、18年連続で取り上げられるの
が農業・農村問題だ。
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＊世界　今年6.0%成長へ…IMFが上方修正「過熱に警戒感も」
IMF（国際通貨基金）は6日改定した世界経済見通しで2021年成長率見通しを6.0%とし、前回
1月の予測から0.5㌽引き上げた。一時的な過熱を指摘する声もでるなか、世界は急回復す
る景気の勢いを御しながら、成長の持続力を高める政策へ軸足を移す難しい局面に入っ
た。

＊東南ｱ　新車販売19%減…2月　ｺﾛﾅ感染再拡大響く
東南ｱｼﾞｱ主要販売台数は、前年同月比19%減の19万7千台。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染再拡大
などが響き、2ヵ月連続で悪化した。東南ｱｼﾞｱは日本車のｼｪｱが高く、販売回復の遅れは日
系企業への影響が大きい。
・ﾀｲは11%減の5万8千台、感染が再拡大し、活動制限が強化される。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱは38%減4万9
千台。ﾌｲﾘﾋﾟﾝも14%減の2万7千台。ﾍﾞﾄﾅﾑは22%減、1万3千台で5ヵ月ぶりのﾏｲﾅｽ。

＊比「国民食」、世界大手に挑む…ｼﾞｮﾘﾋﾞ、米などに新規450店
ﾌｲﾘﾋﾟﾝの外食大手ｼﾞｮﾘﾋﾞｰ・ﾌｰｽﾞが新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍に海外出店を急ぐ。2021年は欧米など
を中心に前年比3割増の450店を新規出店する。25年ごろには海外売上高の比率を50%まで
高める計画だ。ﾌｲﾘﾋﾟﾝでは「国民食」と評されるほど圧倒的なｼｪｱを誇るが、海の向こうには
米ﾏｸﾄﾞﾅﾙﾄﾞなどﾌｧｽﾄﾌｰﾄﾞﾁｪｰﾝの巨人が待ち構える。
・ｴﾙﾈｽﾄ・ﾀﾝﾏﾝﾁｪﾝCEOは声明で、自国の需要だけに頼らない将来図を披露。ﾌﾗｲﾄﾞﾁｷﾝが
主力の「ｼﾞｮﾘﾋﾞｰ」のほか、ﾋﾟｻﾞのｸﾞﾘﾆｯｼﾞ」や中華の「ﾁｮｳｷﾝ」など複数のﾌﾞﾗﾝﾄﾞを展開をす
る。
　

＊LGｽﾏﾎ、規模競争脱落…6期連続赤字で撤退発表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　中国勢追い上げで苦境
韓国LG電子は5日、ｽﾏﾎ事業から撤退すると発表した。中国ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの躍進でｼｪｱを奪われ、
同部門は6期連続赤字を記録。家電やﾃﾚﾋﾞとの相乗効果を模索して事業を続けてきたもの
の、販売量が収益に直結する「規模の競争」からふるい落とされた。かって日本の電機大手
を追い込んだ韓国勢が、今度は苦境に立たされている。
・ｿﾆｰｸﾞﾙｰﾌﾟは「万人受け」を捨て、一部のｸﾘｴｰﾀｰ向けの10万円を超える商品など高価格
帯に注力。「ｼｪｱを追わず利益が出る体質に改善」

＊日米、ｲﾝﾌﾗ支援で指針…ｲﾝﾄﾞ太平洋に５G・ｴﾈ施設
　　　　　　　　　　　　　　　　　　中国「一帯一路」拡大に対抗
日米両政府は第三国でのｲﾝﾌﾗ構築支援に関する指針をつくる。事業体制や調達の基準な
どを定めて質の高いｲﾝﾌﾗ整備を展開し、ｲﾝﾄﾞ太平洋地域で高速通信規格「5G」の通信網や
ｴﾈﾙｷﾞｰ施設などの支援を広げる。中国の広域経済圏構想「一帯一路」に対抗する。
⦿会談でのｲﾝﾌﾗ構築を巡る議題
　・ｲﾝﾄﾞ太平洋諸国で支援を拡大　　　　 ・投資ﾙｰﾙの指針を作成
　・5Gなど最先端の通信技術で協力　　 ・脱炭素の取り組み後押し
　・中国の「一帯一路」構想に対抗

＊ﾀﾞｲｴｰ、無人の小型店…中国新興の技術導入「出店費用半分」
ｲｵﾝ傘下のﾀﾞｲｴｰは無人店に参入する。今夏、東京都江東区にｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ規模の小型
店を開く。米半導体大手ｲﾝﾃﾙも出資する中国の新興企業の技術を使い、出店費用を従来
の無人店の半分に抑える。小売業のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化を支える技術でｺｽﾄ競争が激しくなる。
・中国のｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ、雲掌科技（ｸﾗｳﾄﾞﾋﾟｯｸ）と組む。中国など11ヵ国の約130の無人店に技術
を提供。
・無人店は18年開業のｱﾏｿﾞﾝ・ｺﾞｰを皮切りに米中が先行した。

＊ｲﾝﾄﾞ、ｺﾛﾅ10万人超…新規感染　変異型拡大で最多
ｲﾝﾄﾞ保険・家族福祉省は5日、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの新規感染者が1日当たり10万3558人だった
と発表した。ｲﾝﾄﾞの新規感染者が10万人を超えたのは初めてで過去最悪を更新した。変異
型の拡大などで急増し、経済活動に影響を及ぼす可能性がある。
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＊武田、新薬投資5500億円…今期、最大規模　主力特許切れ控え
武田薬品工業は2022年3月期の研究開発費が最大5500億円になる見通しだ。21年3月期予
想比で1000億円増やし、同社として過去最高規模を見込む。現在の利益を支える主力薬が
今後数年で特許切れになるのを控え、睡眠障害を改善する治療薬などで最終段階の治験を
進めるためだ。新薬の創出へ、開発投資を最大化して臨む。
・武田が大型薬として期待をかけるのは、「ﾅﾙｺﾚﾌﾟｼｰ」の治療薬。日中突然眠気に襲われる
神経性疾患の一種で、世界で300万の患者。

＊ｲﾝﾄﾞ配車大手　二輪車年産200万台…ｵﾗ、既存事業低迷で参入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電動車で脱炭素めざす
ｲﾝﾄﾞ配車ｻｰﾋﾞｽ大手のｵﾗが電動ｽｸｰﾀｰの生産に参入する。240億ﾙﾋﾞｰ（約360億円）を投じ
て工場を建設し、国内外で販売する。ｲﾝﾄﾞ政府による脱炭素の動きに呼応するとともに、新
型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍で配車事業が低迷したことで新規事業に踏み切った。世界最大の二輪市場
であるｲﾝﾄﾞで電動化に弾みがつけば、ﾎﾝﾀﾞなど日本勢の販売戦略にも影響を与える。

＊憎悪犯罪、米信用揺らぐ…各国が避難　中国も舌鋒強める
ｱｼﾞｱ系住民を標的にするﾍｲﾄｸﾗｲﾑ（憎悪犯罪）の増加が、米国の信用を揺るがしている。以
前から米国の姿勢を、国内の人種差別を看過して他国を批判する「二重批判」だと批判して
きた中国も舌鋒を強めている。
・ﾄﾗﾝﾌﾟ前大統領が新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽを「中国ｳｲﾙｽ」と煩雑に呼んだことがｱｼﾞｱ系へのﾍｲﾄｸﾗｲ
ﾑが増える一因だとする声が目立つ。
・ｶﾙﾌｫﾙﾆｱ州立大学の「憎悪・過激主義研究ｾﾝﾀｰ」の調査によると、ﾆｭｰﾖｰｸやﾛｽｱﾝｾﾞﾙｽ
など全米16都市で2020年に起きたｱｼﾞｱ系へのﾍｲﾄｸﾗｲﾑは計120件で、前年の2.4倍に急増
した。

＊米、中国ｽﾊﾟｺﾝ7社制裁…禁輸ﾘｽﾄに　ﾊｲﾃｸ摩擦拡大も
米商務省は8日、中国でｽｰﾊﾟｰｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰの開発を手掛ける企業や研究機関など7社・団体
に事実上の禁輸措置を発動。米国技術が核兵器などの軍事開発に使われるのを防ぐ。ﾊﾞｲ
ﾃﾞﾝ氏も強硬姿勢を示す。
・ｽﾊﾟｺﾝで一時首位に立った「神威太湖之光」を手掛ける国立ｽｰﾊﾟｰｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞｾﾝﾀｰな
ど。中国人民解放軍とのつながりを指摘した。

＊中国、EV用半導体に触手…ｳｨﾝｸﾞﾃｯｸ、上海に新工場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　需給逼迫、国産化急ぐ
中国の電子機器大手、聞泰科技（ｳｨﾝｸﾞﾃｯｸ）が電気自動車（EV）用半導体の国産化に乗り
出す。120億元（約2千億円）を投じ、電力制御に使うﾊﾟﾜｰ半導体は米国による制裁の対象
外のため拡大余地も大きい。中国政府が目指す「EV強国」に必要な主要部品の国内での供
給網作りを急ぐ。
⦿ﾊﾟﾜｰ半導体の世界ｼｪｱ
　①ｲﾝﾌｨﾆｵﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ（独）27.1%、②ｵﾝ・ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ（米）9.7%
　③三菱電機8.5%、④STﾏｲｸﾛｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ（ｽｲｽ）、⑤富士電機6.5%
　･･･････⑨ﾈｸｽﾍﾟﾘｱ（ｵﾗﾝﾀﾞ）＝中国の聞泰科技傘下

＊ｼｬｰﾌﾟ、半導体を増産…大型液晶向け　長期の不足見込む
ｼｬｰﾌﾟがﾃﾚﾋﾞに使う大型液晶向けの半導体を増産する。今秋をﾒﾄﾞに1割程度増やす方向で
検討する。液晶ﾊﾟﾈﾙの駆動制御に使う半導体不足はﾃﾚﾋﾞからﾓﾆﾀｰまで幅広い液晶製品の
供給制約になっている。半導体の調達難は自動車以外にも本格波及しており、製造業で半
導体供給網を見直す動きが相次ぐ見通しだ。

＊中国車生産　下振れ予測…7～9月　「半導体不足が影響」
中国汽車工業協会は9日、半導体不足が自動車生産に与える悪影響が拡大する見通しを
明らかにした。従来は半導体不足の影響が4～6月に終息すると予測していたが、7～9月ま
で続くとの見方。世界最大の自動車ﾏｰｹｯﾄである中国市場の回復を下押しする恐れがあ
る。
・1～3月の新車販売台数は81.7%増の635万台。感染拡大が深刻だった前年同期に比べると
大幅な反動増だが、19年1～3月実績に比べるとほぼ横ばい。3月の新車販売台数は前年比
74.3%増。19年3月期と比較するとほぼ横ばい。
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＊出生数、世界で急減…ｺﾛﾅ禍　日米欧１～２割減（1月）
　　　　　　　　　　　　　　　　 将来不安、成長の重荷
子供が生まれる数（出生数）が世界で急減している。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽで経済状況や将来への
不安が広がったとみられ、ｺﾛﾅ禍の影響が測れる昨年12月から今年1月、多くの国で出生数
は10～20%落ち込んだ。世界全体でこの流れが定着すれば、持続的な成長への足かせにな
る。
⦿世界で出生数が急減
　日本14%減（2021年1月）、仏13%減、ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ25%減、ｽﾍﾟｲﾝ20%減、ｽｳｪｰﾃﾞﾝ6%減、米ｺﾈﾁｶｯ
ﾄ州14%減

＊中国不良債権　膨張ﾘｽｸ…四大国有銀の残高、前年比22%増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　零細企業が予備軍
中国景気が復調するなか、金融機関の不良債権が再び増え始めている。中国工商銀行な
ど四大国有銀行の2020年末の残高は前年末に比べ22%増えた。零細企業には景気回復の
恩恵が行き渡っておらず、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策に伴う返済猶予措置が終われば、不良債権
はさらに膨らむおそれもある。
・日本総研の関辰一主任は「実際の債権額は各行の開示よりも大きい」「新型ｺﾛﾅで家計の
債務もﾊｲﾍﾟｰｽで増えており、不動産価格が下がると影響が大きい」と言う。

＊中国消費　緩やかに回復…現地ｴｺﾉﾐｽﾄ予想　今年8.5%成長に
⦿日経・NQN中国ｴｺﾉﾐｽﾄ　調査予想の平均値
　　　　　　　　　　　　　　　1~3月期　 2021年　　　22年　　　23年
　・実質成長率（%)　　　　　17.9　  　　8.5　　　　　5.5　　　　5.3
　・消費者物価指数　　　　　　　　　　 1.7           2.3         2.4
　　（CPI）上昇率（%)
　・人民元の対㌦                        6.47          6.47       6.51
　　相場（1㌦＝元）

＊ﾐｬﾝﾏｰ、ｲﾝﾌﾚ深刻…通貨急落　市民「食事はｺﾒだけ」
国軍のｸｰﾃﾞﾀｰが起きたﾐｬﾝﾏｰで、通貨ﾁｬｯﾄが急落し輸入品を中心にｲﾝﾌﾚが深刻化してい
る。対㌦相場は2ヵ月強で16%下げ、ｶﾞｿﾘﾝ価格は23%上昇した、食料品の値上げも始まった。
社会の混乱で収入が途絶えた貧困層も多く、国民生活への打撃は避けられない。
・国軍のﾌﾗｲﾝ総司令官は「食品や消費財を国内で生産できれば外貨の支出を減らせる」と
発言、外貨不足への警戒感を示した。
＊ﾃﾞﾓを攻撃、82人死亡か「治安部隊、重火器使う」

＊中国、米の包囲網に焦り…日米首脳会談を警戒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾊﾞｲﾃﾞﾝ政権、台湾と交流拡大
ﾊﾞｲﾃﾞﾝ米政権が築く中国包囲網に、習近平指導部が危機感をを募らせている。米国は9日、
台湾との政府間交流の拡大に向けた新指針を公表した。台湾を巡る米中の攻防が激化す
るなか、中国は、欧州や日本をけん制して現状打破を狙うが、有効策は見いだせていない。
・9日の米国務省の新指針はこれまで中国に配慮し、自粛していた米台の交流を広げること
を狙った。
・中国ﾒﾃﾞｨｱでは、予測不能なﾄﾗﾝﾌﾟ前大統領より、ﾊﾞｲﾃﾞﾝ氏に期待を寄せる論調が以前は
目立ったが、最近は警戒に変わりつつある。
・習氏は7日、独のﾒﾙｹﾙ首相と電話協議し、中国とEUの関係は試練に直面している。「互い
に尊重し、干渉を排除することが重要だ」とし、米国の動きに同調しないように釘をさしたよう
だ。
＊ｱﾘﾊﾞﾊﾞと政府　緊張なお…中国、独禁法で罰金突出3千億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　習指導部、統制を強化
中国政府が中国ﾈｯﾄ通販最大手ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団への締め付けを強めている。10日には独禁法
違反で過去最大の罰金を科した。習指導部は2022年秋の党大会を見据え、急成長を続ける
ﾈｯﾄ企業への統制を強化し、盤石な体制づくりを進めたいという意向も透ける。
・「ｱﾝﾄ・ｸﾞﾙｰﾌﾟの上場を巡る利益関係者の極秘ﾘｽﾄをみて、習氏は激怒した」政府関係者が
言う。ﾘｽﾄには引退した江氏の親族や関係者の名前がずらりと並んでいたとされるためだ。
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＊医薬品　国際分業に影…ｲﾝﾄﾞ、ｺﾛﾅ薬の輸出停止
　　　　　　　　　　　　　　　　　　安定供給　体制作り課題
医薬品業界で定着している国際分業的な供給体制に影が差している。ｲﾝﾄﾞ政府は11日、新
型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの治療薬として現地ﾒｰｶｰが米社との契約でﾗｲｾﾝｽ生産する「ﾚﾑﾃﾞｼﾍﾞﾙ」の輸
出を当面禁じると発表した。各国でﾜｸﾁﾝや治療薬を囲い込む動きも広がる中、企業は自社
単独の戦略を超えたﾘｽｸに備える体制作りを迫られそうだ。

＊車電池和解　寡占に危機感…韓国SK、LGに2千億円支払い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中国勢対抗へ障害解消
韓国のLG化学とSKｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの車載電池を巡る2年越しの係争が11日、終結した。SK側は
電池事業の年間売上高を超える2兆㌆（約2千億円）の和解金を支払う。中国の寧徳時代能
源科技（CATL）を筆頭に車載電池分野は上位寡占が進む。係争を続けていては競争から脱
落するという強い危機感が両社の和解を後押しした。

＊ﾐｬﾝﾏｰ問題　大国が混乱助長…中国・ASEANに影響力
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　ﾛｼｱ・米欧介入排除強める
中国の王毅国務委員兼外相は5日、ASEAN各国に、ﾐｬﾝﾏｰに内政干渉しようとする外部の
力への注意を促した。国軍への制裁を強化する米欧を念頭に「混乱を助長し、分断をあお
り、さらに複雑にさせる」と批判。
・中国は香港やｳｲｸﾞﾙ族の問題で米欧の制裁を受けている。ﾐｬﾝﾏｰへの介入を「内政干渉」
と位置付けることで、ASEAN内の米欧に同調する動きを封じる狙いがある。
・ﾛｼｱも米欧のﾐｬﾝﾏｰへの介入を排除する動きを強める。国連安全保障理事会では常任理
事国の中国と共同歩調をとり法的拘束力のある決議に反対している。

＊日本からの調達額2割減…ﾌｧｰｳｪｲ、昨年　米の規制影響
中国通信機器最大手のﾌｧｰｳｪｲは12日、日本からの部品などの調達額が2020年に19年比2
割減の約80億㌦（約8800億円)だったと明らかにした。米政府による規制で半導体などの取
引が制限された影響が出た。
・徐直軍副会長兼輪番会長は「米国の制裁でﾌｧｰｳｪｲはﾀﾞﾒｰｼﾞを受けているが、世界の半導
体産業が受けるﾀﾞﾒｰｼﾞの方が大きい」と訴えた。

＊中国　輸出入とも最高…1～3月　ﾏｽｸなどけん引
中国税関総署が13日発表した2021年1～3月の貿易統計（㌦建て）によると、過去の1～3月
と比べて輸出入ともに過去最高となった。輸出はﾏｽｸやﾊﾟｿｺﾝ、ﾜｸﾁﾝなど新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ関
連がけん引した。
・輸出は前年同期比49%増の7099億㌦（約77兆円）、輸入は28%増の5936億㌦だった。輸出
は急減した前年の9倍に膨らんだ。
・気がかりなのは世界的なｺﾝﾃﾅ不足だ。荷動き急増や新型ｺﾛﾅによる荷役効率悪化で海上
運賃が高騰。輸出企業の負担は重く、収益を圧迫する要因になっている。

＊台湾IT、21%増収…3月　ｺﾛﾅでﾊﾟｿｺﾝ好調
半導体や液晶ﾊﾟﾈﾙの不足が世界的に続く中、台湾大手IT企業の業績が好調に推移してい
る。主要19社の3月の売上高を集計すると前年同月比の伸び率が21.5%に達した。
台湾主要IT各社の3月売上高は、大半が2桁の大幅増となった。昨秋からの勢いが止まらな
い。19社中、15社が増収を確保。
・ﾊﾟｿｺﾝ受注生産大手の仁宝電脳工業（ｺﾝﾊﾟﾙ）の3月の売上高は33、9%増、広達電脳（ｸｱﾝ
ﾀ）も20.9%増。米ｸﾞｰｸﾞﾙの「ｸﾛｰﾑﾌﾞｯｸ」も受託生産も好調で繁忙が続く。半導体、液晶ﾊﾟﾈﾙ
が価格高騰が寄与。

＊中国BOE、純利益9倍…1～3月　ﾃﾚﾋﾞ向け需要増
中国ﾊﾟﾈﾙ最大手の京東方科技集団（BOE）は12日、2021年1～3月期の純利益が50億～52
億元（約840億円～約870億円）と前年同期の9倍になった。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大でﾊﾟｿ
ｺﾝやﾃﾚﾋﾞの需要が増え、20年12月期の通期の純利益に相当する規模まで拡大する。
・BOEは在宅勤務や娯楽を楽しむ市場が拡大、20年下期に業界再編に積極的に参加し、製
造ﾗｲﾝの買収に成功して布陣を改善し、競争力の優勢を固めた」と説明。
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＊ｸﾞﾗﾌﾞ「ﾈｯﾄ銀行拡大」…「空箱」で米上場へ　評価4.3兆円
　　　　　　　　　　　　　　　　　ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸと関係継続
東南ｱｼﾞｱ配車最大手ｸﾞﾗﾌﾞのｱﾝｿﾆｰ・ﾀﾝ最高経営責任者（CEO）は13日、日経新聞のｲﾝﾀ
ﾋﾞｭｰ応じ、米市場上場時の調達資金で「ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ専業銀行の規模を拡大する」と述べた。
2022年開業予定のｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙを手始めに、近隣国で参入を検討する。東南ｱｼﾞｱでﾗｲﾊﾞﾙとの
競争を有利に進めたい考えだ。

＊㊦の2
ﾐｬﾝﾏｰ情勢に詳しいﾀｲの外交官は「国軍は中国への全面的な依存を望まず、ﾛｼｱは遠い。
（軍事政権の流れをくむﾌﾟﾗﾕｯﾄ政権のﾀｲを勝手口として維持する必要がある」と指摘した。
・「（ﾐｬﾝﾏｰ国軍にとって）ﾀｲは重要だが、問題はﾀｲが（ﾐｬﾝﾏｰに対してなんらかの）行動を起
こしたいと考えるかどうかだ」と話した。

＊TSMC独走　世界のﾘｽｸに…半導体、1～3月売上高最高
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　米、復権ｼﾅﾘｵ探る
半導体大手の台湾積体電路製造（TSMC）の設備投資の急拡大が続いている。2021年は前
年比74%増の300億㌦（約3兆3千億円）に達し、今後3年間で計11兆円を投じる計画だ。ﾊﾞｲﾃﾞ
ﾝ米大統領は12日、「（半導体で）再び世界を主導する」と訴えた。だが、TSMCの独走が続い
ているのが、現実だ。今後、一段とTSMC依存を強め、一極集中ﾘｽｸを背負うことになる。

＊中国、西洋排除の愛国教育…反中や民主主義の書籍禁止
中国教育省は全国の小中高校に「西洋崇拝」につながる本を図書館から排除するように通
知をだした。愛国教育の一環で西洋の歴史など海外書籍が排除される可能性がある。世界
の多様な価値観を学ぶ機会が薄れ、より欧米に強硬な姿勢の将来世代を育てる懸念があ
る。
・香港も中国式採用、ﾘﾍﾞﾗﾙ教育などで知られた香港の教育環境激変。

＊㊦政変3ヵ月　ﾐｬﾝﾏｰの混迷
ﾐｬﾝﾏｰ国軍記念日の3月27日、首都ﾈﾋﾟﾄﾞで開かれた式典に、ﾛｼｱ、中国、ｲﾝﾄﾞ、ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞ
ｼｭ、ﾗｵｽ、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾀｲ、ﾍﾞﾄﾅﾑの8ヵ国出席。欧米の非難を受ける中で国軍は「わずかな友
好国と歩むことを学ばなければならない」。国連のﾌﾞﾙｹﾞﾅｰ事務総長特使に述べたとおりだ。
・ﾛｼｱのｼｮｲｸﾞ国防相はﾐｬﾝﾏｰへの兵器輸出契約に署名するためﾈﾋﾟﾄﾞに滞在していた。ﾛｼｱ
はｸｰﾃﾞﾀｰ後、ﾐｬﾝﾏｰに経済制約を発動しても市民が困るだけだと主張。ﾐｬﾝﾏｰはﾛｼｱ製兵
器への依存を強める。中国の存在感は相対的に低下。国軍は、中国がｶﾁﾝ族やﾜ族など一
部の少数民族の武装組織に手を貸していると疑っている。

＊㊤政変3ヵ月　ﾐｬﾝﾏｰ混迷…2つの「政府」国内分裂
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 死者700人超　破綻国家の懸念
全権掌握を主張する国軍と警察は市民の抗議ﾃﾞﾓを重火器も使って弾圧。死者は計700人
を超えた。一方、民主化指導者ｱｳﾝ・ｻﾝ･ｽｰ・ﾁｰ氏の政権を支持する勢力が「臨時政府」を
つくり、国軍と対峙する。難民が周辺国に逃れ、混乱は地域に広がる。
・軍事法廷は8日、都市ﾔﾝｺﾞﾝで国軍兵士を殺害したとして19人に死刑判決を下した。「2011
年にｼﾘｱ内戦が始まった当時の状況を思わせる」とﾊﾞﾁｪﾚ国連人権高等弁務官が指摘。

＊㊥政変3ヵ月　ﾐｬﾝﾏｰ混迷
・ﾐｬﾝﾏｰ国内は2つの「政府」が並列する分裂状態だ。国軍は欧米諸国の強い非難を受ける
が、国際社会での孤立を意に介さない。人口の7割を占めるﾋﾞﾙﾏ族による支配を固めること
が責務だと考えている。
・軍事ｱﾅﾘｽﾄのｱﾝｿﾆｰ･ﾃﾞｰﾋﾞｽ氏はﾊﾞﾝｺｸで記者団に「ﾐｬﾝﾏｰ国軍の兵士は残忍」指摘する
一方、国軍がまとめないとﾐｬﾝﾏｰもｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝと同じように混乱して国家になりかねないと主
張した。
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＊中国、ｲﾝﾌﾗに個人資金…REIT上場、高速道など向け
　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方の債務増　救済を狙う
中国は国内の高速道路などを対象とする「ｲﾝﾌﾗREIT（不動産投資信託）」の上場に向けて準
備に入った。地方政府や国有企業の債務問題が深刻になるなか、公共事業に必要な資金を
機関投資家や個人から調達して財務基盤の安定を側面支援する。資産規模を5兆元（約83
兆円）まで育成する構想がある一方、収益が安定した優良なｲﾝﾌﾗ案件は限られるなど課題
は多い。

＊ﾐｬﾝﾏｰ事業　国軍ﾘｽｸ懸念…ﾎﾟｽｺ、鋼板合弁を解消
ﾐｬﾝﾏｰで外資系企業の事業ﾘｽｸが高まっている。韓国鉄鋼大手のﾎﾟｽｺｸﾞﾙｰﾌﾟは16日、現地
企業との合弁解消を発表した。国軍がｸｰﾃﾞﾀｰへの抗議活動を武力弾圧するなか、事業が
国軍系事業の資金源になるとの批判を株主から受けたためだ。東京建物や横河ﾌﾞﾘｯｼﾞHD
など日系の事業にも類似の指摘があり、見直しの動きが広がる可能性がある。
⦿国軍系との関連が指摘された事業
　・東京建物・ﾌｼﾞﾀ＝国防省所轄の土地でｵﾌｲｽや商業施設開発中
　・横河ﾌﾞﾘｯｼﾞ＝ﾊﾞｺﾞｰ橋の建設事業、MEC(国防省）に下請け発注
　・ｷﾘﾝHD＝国軍系企業MEHLとﾋﾞｰﾙ生産の合弁。合弁解消表明
　・ﾎﾟｽｺ＝MEHLと鉄鋼事業で合弁、合弁解消を発表
　・ｱﾀﾞﾆ＝ﾔﾝｺﾞﾝにあるMECの土地で港湾を開発

＊ﾎﾝﾀﾞ、中国新興と提携…自動運転で共同研究
ﾎﾝﾀﾞは16日、中国の自動運転ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ「ｵｰﾄX」と提携すると発表した。中国の公道で自動
運転の共同研究に取り組む。試験走行の整っている中国で、ﾎﾝﾀﾞは現地の交通事情に合っ
た技術を開発し、中国向け車両への導入を目指す。
・ｵｰﾄXは2016年設立。自動運転技術を持ち、現在は上海や深圳などで人口密度が高い都
市の公道で自動運転ﾀｸｼｰを運行している。
・ﾎﾝﾀﾞは3月、市販で世界初となる「ﾚﾍﾞﾙ3」の自動運転機能を備えた新型車「ﾚｼﾞｪﾝﾄﾞ」を発
売した。走行ﾃﾞｰﾀの蓄積を行う。
・ﾎﾝﾀﾞだけではなく、ﾄﾖﾀ、日産も中国企業と提携。

＊EU、ｲﾝﾄﾞ太平洋戦略…経済・ｱﾝﾎﾟで中国けん制
欧州連合（EU）は19日、ｲﾝﾄﾞ太平洋戦略の策定に着手すると発表。経済面での成長性や安
全保障面での緊張を考慮し、EU27ヵ国として同地域にすべきだと判断した。ｲﾝﾄﾞやASEANと
の結びつきを強め、この地域で影響力を強める中国を牽制する狙いがある。
・EUは採択した文書で「民主主義や法の支配、人権、国際法を推進し、ｲﾝﾄﾞ太平洋地域での
存在感を強める」と説明。

＊生涯現役　企業が備え…ﾀﾞｲｷﾝ「希望者70歳まで」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　YKK「65歳定年を廃止」
日本企業が「生涯減益時代」への備えを急いでいる。YKKｸﾞﾙｰﾌﾟは正社員の定年廃止。ﾀﾞｲ
ｷﾝ工業は希望者全員が70歳まで働き続けられる制度を始めた。企業は4月から、70歳まで
のｼﾆｱ雇用の確保が求められるようになった。意欲と生産性を高める人事制度づくりがｼﾆｱ
活用のｶｷﾞを握る。
・ﾀﾞｲｷﾝは65歳までだった再雇用の期間を70歳に延長。原則一律だった再雇用者の賞与を4
段階に分け、最大1.6倍の差がつくようにした。

＊ﾐｬﾝﾏｰ　外資が採択停止…天然ｶﾞｽ　ﾍﾟﾄﾛﾅｽや豪州系「軍に圧力」
ﾐｬﾝﾏｰの海底ｶﾞｽ田を巡り、外資企業が相次ぎ採掘の停止や開発計画の凍結を決めた。ｸｰ
ﾃﾞﾀｰで実験を握った国軍の実質的な外貨収入源になりかねないためだ。国軍への圧力とな
る一方、この動きが広がれば、輸出先国へのｶﾞｽ供給や国内の電力需給に影響する可能性
がある。
・ﾏﾚｰｼｱの国営石油大手ﾍﾟﾄﾛﾅｽは4月に入り、ﾐｬﾝﾏｰ南部沖のｲｪﾀｸﾞﾝ天然ｶﾞｽ田について
無期限で生産を停止したと発表した。
・ﾐｬﾝﾏｰ沖で新たな海底ｶﾞｽ田の開発を進めていた豪州のｳｯﾄﾞｻｲﾄ・ﾍﾟﾄﾛﾘｱﾑは「平和的な抗
議ﾃﾞﾓへの武力行使を深く憂慮している」と非難し、試掘ﾁｰﾑを解散させた。人員、機材を国
外にだした。
・ﾐｬﾝﾏｰは天然ｶﾞｽの約8割をﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝでﾀｲや中国に輸出。
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＊OPPO、中国ｽﾏﾎ首位…米制裁でﾌｧｰｳｪｲ失速
　　　　　　　　　　　　　　　　　 次の成長源が焦点に
中国のｽﾏﾎ大手OPPO（ｵｯﾎﾟ）が国内市場でｼｪｱ首位にたった。1月長く1位だった華為技術
（ﾌｧｰｳｪｲ）を抜き、1～3月もﾄｯﾌﾟとなりそう。ﾌｧｰｳｪｲが米国の制裁で失速するなか、新機種
投入で顧客を奪った。ただ市場の伸びは頭打ち。次の収益源確保が焦点となる。
⦿中国ｽﾏﾎ大手の概要（ｽﾏﾎ事業をｽﾏﾎ、ｽﾏﾎ以外の事業を以外とする）
　①OPPO＝ｽﾏﾎ「地方に知名度高い、急速充電の技術」、以外「ｽﾏﾎ中心、20年にﾃﾚﾋﾞ販
売」
　②小米＝ｽﾏﾎ「ｵﾝﾗｲﾝ・低価格強い」、以外「家電、EVにも参入」
　③VIVO「地方に知名度、音質若者に」
　④ﾌｧｰｳｪｲ＝ｽﾏﾎ「高価格帯に絞る」　以外「ｲﾝﾌﾗ機器、自動運転」

＊輸出の中国比　最高に…昨年度、22.9%で米抜く「米中対立がﾘｽｸ」
日本の財務省が19日発表した2020年度の貿易統計速報は、輸出入で中国への依存を強め
る日本の現状を映した。輸出に占める中国向けの比率は22.9%と10年ぶりに過去最高を更
新し、初めて2割を超えた。米国を抜き、中国が最大の輸出先になった。
・20年度の輸出は全体で前年度比8.4%減の69兆4873億円。ｺﾛﾅ禍では景気回復で先行した
中国向けが20年夏ごろからﾌﾟﾗｽに転じた。米国向けは自動車輸出が大きく減少し、17.9%に
低下。
・輸入額でも中国比率は19年度の22.9%から急上昇し、20年度は27.0%と過去最高水準だ。ﾃ
ﾚﾜｰｸ需要を反映し、ﾊﾟｿｺﾝなどの電算機類が30.7%増、ｽﾏﾎなど通信機も9.6%増。
・米国と歩調を合わせる日本に中国が対抗措置を打てば、日本経済を支える構図が崩れか
ねない。

＊中国、結婚7年連続減…ﾋﾟｰｸの6割　ｺﾛﾅが追い打ち
中国の婚姻減少に歯止めがかからない。中国民政省によると、2020年に結婚を届け出た夫
婦は前年比12%減の813万組。7年連続減少した。新郎が購入する新居の値上がりで経済的
負担が増しているうえ、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽが追い打ちをかけた。結婚年齢も上昇し、少子化に拍
車。
・農村部で費用は50万～100（約1600万円）万元、都市部はそれ以上。
・少子高齢化に危機感（人民銀行）、産児制限「完全廃止を」

＊おたふくﾜｸﾁﾝ　武田が出荷停止…工場不具合、10月末再開
武田薬品工業は19日までに、国内で製造販売するおたふく風邪（流行性耳下腺炎）向けﾜｸﾁ
ﾝの出荷を停止した。
・山口県の工場で設備の不具合があり、稼働を中止。10月末再開。
・ﾜｸﾁﾝは19年には約160万人が接種。武田は同ﾜｸﾁﾝの国内供給の約半分を占めるとみら
れ、医療機関では接種の休止が相次いでいる。
・第一三共は「自社製品へ切り替えると品薄になる」、出荷調整等検討。

＊鴻海「米1兆円工場」が頓挫…ﾄﾗﾝﾌﾟ氏再選ならず税優遇白紙
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政争の具、大幅縮小で幕
台湾の鴻海（ﾎﾝﾊｲ）精密工業が米国で予定していた1兆円を超える新工場の建設計画が頓
挫した。進出予定先の州政府は19日、工場の建設が今も進んでいないとし、40億㌦（約4400
億円)の税優遇措置を実行しないと発表。華々しい発表から4年弱。新工場計画は大幅な縮
小を余儀なくされた。関係者を翻弄し、政争の具ともなった巨大ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄはようやく幕を下ろ
した。

＊日本のｺﾒ輸出　昨年最高…全農、中国大手に供給へ
日本のｺﾒ輸出が13年連続で増えた。2020年の輸出量（援助米を除く）は前年比13%増の1万
9687㌧だった。ｱｼﾞｱで品質の良い日本産を求める消費者が増えたところに、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ
禍に伴う巣ごもり消費が重なった。20日には全国農業共同組合連合会（JA全農）が中国国
有食料大手、中糧集団（COFCO）にｺﾒを供給すると発表、日本のｺﾒ輸出に弾みがつきそう
だ。
・輸出先の最多は香港、前年比28%増、6798万㌧。2位はｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙは5%減。3位は台湾、
2004㌧と59%増。次の狙いは中国本土だ。
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2021/4/23 経済

＊中国EV　離陸期に…格安ﾓﾃﾞﾙ、地方席巻
　　　　　　　　　　　　　　　「5年後500万台」へ競争激化
中国でEVが離陸期を迎えた。富裕層向けの高級車が主体だったが、地方の消費者や都市
中間層にも手が届く実用車として普及する段階に入った。地方では1台約50万円という格安
EVがﾋｯﾄしている。中国政府が5年後に年500万台をめざす世界最大のEV市場を舞台に世
界大手の主導権争いが本格化する。
⦿多様化する中国EV市場《25万元（420万円）、10万元（170万円）》
　高級車＝外資・ﾃｽﾗ　　中国＝NIO、ZEEKR
　中級車《25万元》＝外資・ﾄﾖﾀ、VW、GM　　中国・広州、BYD、北京
　低価格車《10万元》＝中国・五菱、長城

＊ｲﾝﾄﾞ決済ｲﾝﾌﾗ争奪…EC急成長で新ｼｽﾃﾑ「ｱﾏｿﾞﾝなど6陣営名乗り」
米印の大手企業がｲﾝﾄﾞ準備銀行（中央銀行）による新たなﾓﾊﾞｲﾙ決済ｼｽﾃﾑ構想への参画
を目指している。ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通販の急成長をうけ決済ｼｽﾃﾑの利用も伸び、多額の手数料収
入を見込めるためだ。米ｱﾏｿﾞﾝ・ﾄﾞｯﾄ・ｺﾑなど6陣営が名乗りを挙げるが、外資の参入には壁
もある。

＊現代自、純利益2.8倍…中国やｲﾝﾄﾞ販売回復（1～3月）
韓国の現代自動車が2021年1～3月期の連結決算は、純利益が前年比2.8倍の1兆5千億㌆
（約1470億円）だった。約5年ぶりの高水準。中国やｲﾝﾄﾞを中心とする新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍から
の回復と、収益性の高いSUVが貢献した。世界販売台数は11%増の100万台。その44%が
SUVだった。地域別には北米が45%減、韓国は17%増、ｲﾝﾄﾞ44%増、中国は48%増。

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱに　EV電池財工場…独BASFなどﾆｯｹﾙ精錬　検討
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鉱石の輸出禁止で集積
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱでEV向け電池の材料などに使うﾆｯｹﾙ工場の集積が進んでいる。独化学大手の
BASFや住友金属鉱山が進出を検討すると相次ぎ表明した。同国はﾆｯｹﾙの生産・埋蔵量で
世界首位。政府が鉱石の輸出禁止に踏み切ったことも企業を現地生産に引き寄せる。EV向
け需要の拡大を追い風に、同国の資源ﾅｼｮﾅﾘｽﾞﾑは強まる見通しだ。
・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱで精錬所建設の検討に入ったBSAFと仏ﾆｯｹﾙ精錬大手のｴﾗﾒｯﾄ。２社が狙うのは
同国の地下に眠るﾆｯｹﾙとｺﾊﾞﾙﾄ。鉱石から金属を取り出す工程などを整え、2020年代半ば
の稼働を目指す。

＊石油融通　日・ASEANで…緊急時に備えﾍﾞﾄﾅﾑに打診
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　供給網寸断避ける
政府は中東情勢の緊迫化など石油供給が滞る状況に備え、日本とASEAN諸国との間で備
蓄分を融通できる枠組みをつくる。第一弾としてﾍﾞﾄﾅﾑに協議を打診した。石油を含めたｴﾈﾙ
ｷﾞｰ危機に陥れば日本の製造業の供給網も打撃が避けられない。供給網を寸断させないよ
うに緊急時の対応力を高める。

＊習主席「新冷戦には反対」…米ﾊｲﾃｸ制裁けん制
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日米声明の批判は避ける
習国家主席は20日、博鰲ｱｼﾞｱﾌｫｰﾗﾑのﾋﾞﾃﾞｵ演説で「いかなる形の新冷戦にも、ｲﾃﾞｵﾛｷﾞｰ
の対立にも反対する」と述べた。米国への名指しの批判は避けたが、ﾊｲﾃｸ制裁などによる
分断に警戒感を示した。
⦿習近平国家主席の主な発言
「国際協調のｱﾋﾟｰﾙ」＝・いかなる冷戦にも反対　・ﾃﾞｶｯﾌﾟﾘﾝｸﾞは経済
　　秩序に反し、誰の得にもならない　・世界でﾊﾟﾘ協定を遂行すべき
「対中警戒論への対応＝・中国は永遠に覇を唱えず、拡張主義をとらず
「内政干渉への批判」＝・偉そうな態度で他国に指図し内政に干渉して
　　は、人心を得られない　・規則を他国に無理強いできない
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2021/4/25 東南ｱｼﾞｱ

＊ｲﾝﾃﾙ、受注生産「50社と」…米国回帰で再生狙う
米ｲﾝﾃﾙのﾊﾟｯﾄ・ｹﾞﾙｼﾝｶﾞｰCEOは22日、米国で始める半導体の受託生産事業について「50
社超の見込み客がいる」と明かした。2021年の業績が6年ぶりの減収見通しとなるなか「生
産回帰」を掲げる米政権に寄り添って巻き返しを狙う
・「世界の供給網は相互が深くつながり、もはや分離できない」とNVDA

＊米欧中、脱炭素へﾊｰﾄﾞﾙ
〇「欧州、事業に温暖化防止基準」ー原子力・ｶﾞｽ先送り
　　欧州委員会は、どういった事業が温暖化防止に貢献するかの基準
　　「EUﾀｸｿﾉﾐｰ」を公表。ESCなどの関心が高まるなか、金融機関や
　　企業に詳細な基準を明示し企業経営や金融商品のｸﾞﾘｰﾝ化を促す
〇「中国、環境債要件を厳格化」ー石炭依存なお高く
　　中国中央銀行は7月から、ｸﾞﾘｰﾝﾎﾞﾝﾄﾞ（環境債）の発行要件を厳格化
　　する。金融市場の資金を環境性能がより優れた分野に誘導する狙い
　　だ。石炭関連の事業を対象から外したが、石炭依存が高く、産業
　　構造の大幅転換が求められている。
〇「米、EV・再生ｴﾈに優遇案」ー議会通貨が焦点に
　　温暖化ｶﾞｽの排出を2030年に05年比50～52%減らす目標。巨額の
　　財政出動を提案し、議会を通過するかｶｷﾞを握る。

＊ｱｼﾞｱの大気汚染　再び…健康被害、成長の重荷に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｺﾛﾅ抑制で経済再開
ｱｼﾞｱ各国で大気汚染が再び悪化しつつある。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策による経済活動の停滞で
一部では改善したが、感染を抑制した中国などでは悪化の兆しが出ている。汚染は人々の
健康を損ない、経済に打撃を与える。22日には地球環境を考える「ｱｰｽﾃﾞｰ（地球の日）」を
迎えたが「ｺﾛﾅ後」の成長を阻害する大気汚染問題への関心はかってないほど高まってい
る。
・ﾀｲ北部の森林・農業の煙害、・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの焼き畑はｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ﾏﾚｰｼｱに被害、・ﾍﾞﾄﾅﾑﾊﾉｲ
とﾎｰﾁﾐﾝのPM2.5、ｲﾝﾄﾞのPM2.5、中国も同様など

＊ﾀﾞｲﾑﾗｰ純利益急増…1～3月5560億円　中国で高級車好調
独ﾀﾞｲﾑﾗｰが2021年1～3月期決算は、純利益が42億9千万ﾕｰﾛ（約5560億円）に　なった。前
年同期は9400万ﾕｰﾛだった。中国市場での乗用車販売が好調だった。ｸﾞﾙｰﾌﾟ全体での販売
台数は13%増の72万台。中国での乗用車販売台数が6割増の22万台で過去最高を記録。
・好調な中国市場の恩恵は独高級車大手にも及ぶ。独BMWと独ｱｳﾃﾞｨの1～3月の販売台数
は過去最高、前年同期の2倍になり、ｱｳﾃﾞｨはｺﾛﾅ前の3割増

＊中国鉄鋼大手、減産急ぐ…CO2ｾﾞﾛへ中央政府の意向くむ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　製造業のｺｽﾄ増にも
中国の鉄鋼大手が大幅な減産を余儀なくされている。地方政府の指令で業界2位の河鋼集
団などが高炉閉鎖や生産量の削減を急ぐ。背景には中央政府が掲げる2060年に2酸化炭
素排出量実質ｾﾞﾛの目標がある。中央の意を組んだ地方は排出量の多い鉄鋼業界を標的
にするが、鋼材価格は足元で急上昇し、製造業のｺｽﾄ負担が増す可能性ある。
・世界粗鋼生産15%増・・3月、中国・ｲﾝﾄﾞけん引
　世界64ヵ国・地域の3月の粗鋼生産量（速報）は前年同月比15.2%。
　8ヵ月連続のﾌﾟﾗｽ。最大生産国の中国が19.2%増、ｲﾝﾄﾞが23.9%増だ。
  ｺﾛﾅ禍での経済再開が進んだためだ。4月以降は不透明。

＊ﾐｬﾝﾏｰ打開　ASEAN試練…国軍と民主派に対話促す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　民生復帰は描けず
ASEANは24日の臨時首脳会議で、ﾐｬﾝﾏｰ情勢の沈静化に向け現地への特使派遣の調整に
入った。ASEANが間に入り、国軍と民主派勢力の対話を促す方針だが、事態の改善につな
がるかは不透明だ。
・ｺﾛﾅ下であえて対面の会合、突き動かしたのは自らの存在意義を脅かす「内憂外患」。しか
し現在進行形の人道危機を座視すれば、域内での批判が高まり、さらに対外的な発言も力
失う。この危機はASEAN全体の危機といえる。
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2021/4/28 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ含）

＊二輪充電拠点　10万ヵ所超に…ｲﾝﾄﾞ配車ｵﾗ
ｲﾝﾄﾞ配車ｻｰﾋﾞｽ大手のｵﾗは、同国に電動二輪の充電拠点を10万ヵ所以上設ける。ｵﾗは
2021年中に電動二輪を発売する予定で、充電網の整備との両輪で普及を後押しする。
・電動車はﾓﾋﾞﾘﾃｨの未来だ。世界で最も大きく高密度の二輪充電ﾈｯﾄﾜｰｸをつくり、電動車
の導入を加速させたい。
・ｲﾝﾄﾞは世界最大の二輪大国、販売台数は20年度1500万台だった。

＊車用半導体　中国で増産…TSMC、3100億円投資
半導体大手の台湾積体電路製造（TSMC）は26日、中国で28億8700万㌦（約3100億円）を投
じ、車向け半導体などを増産すると明らかにした。南京市の既存工場に新ﾗｲﾝを設置し、
2023年に量産体制を整える。
・世界中で不足する車向けの半導体の需要に対応する。TSMCが今回増産する28ﾅﾉ品は世
界で最も不足している半導体。台湾でｽﾏﾎ向けなどに生産する最先端の5ﾅﾉ品に比べ数世
代前の技術。

＊ﾃｽﾗに中国傾斜ﾘｽｸ…EV販売台数　米中並ぶ
　　　　　　　　　　　　　　　　品質巡る批判　火種に
米EVﾒｰｶｰ、ﾃｽﾗの中国依存が進んでいる。2019年末に稼働させた上海工場の量産が軌道
に乗り、21年1～3月の中国におけるEV販売台数は米国にほぼ並んだ。一方、品質問題へ
の対応を巡って中国国内で批判を浴びるほか、米中対立に巻き込まれるﾘｽｸも強まってい
る。
・期中のﾃｽﾗのEV販売台数は前年同期比3.7倍の約6万9千台、米国の販売台数とほぼ並ん
だ。
・上海の自動車ｼｮｳで、ﾃｽﾗの女性ｵｰﾅｰがﾌﾞﾚｰｷ品質に問題があると抗議し騒然とした。中
国国営ﾒﾃﾞｨｱは「事故説明をすべきと」と言う。当初は「第三者機関による調査などの提案を
拒否された」とﾃｽﾗ反論。
・製造・販売の面で中国への傾斜は、「もろ刃の剣」となりかねない。

＊住商、20代で「管理職」選抜…商社、閉塞感打破に新制度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　双日、新会社で副業解禁
総合商社が人事制度にﾒｽを入れている。若手の離職や手厚い待遇に安住する中堅社員の
存在で漂う閉塞感の打破を狙う。
⦿人事制度を改定する総合商社が多い
・伊藤忠商事＝若手社員を中心に異動希望を反映する「ﾁｬﾚﾝｼﾞ・ｷｬﾘｱ制度」。16年から5年
間で約100人が応募し、3割が異動。　・三菱商事＝経営に携わる役割に対して責任の重さ
や成果を基準に報いる役割等級制度を19年に導入。・三井物産＝4月から管理職を担ってき
たﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを入社4年目以上の若手が担当可能に。実績で30歳で部長。・住友商事＝4月か
ら管理職になるまで8年➞5年に短縮。管理職の評価を職務等級制度に。・丸紅＝20年度か
ら管理職をﾐｯｼｮﾝを設定する制度導入。1年ごとに成果を評価し、報酬を紐づけ。・双日＝副
業や企業準備など柔軟な働き方を希望する社員を受け入れる新会社を設立。

＊韓国政権、住宅高騰で逆風…ｿｳﾙのﾏﾝｼｮﾝ　4年で8割高
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　来年大統領の争点に
韓国で不動産価格の上昇が止まらない。文在寅（ﾑﾝ・ｼﾞｪｲﾝ）政権発足後の4年足らずでｿｳﾙ
のﾏﾝｼｮﾝ価格は8割も上昇。政府は価格抑制策の実施を急いでいるが、歯止めがかからな
い状態だ。首都圏では家賃高騰で退去を迫られる「ﾏﾝｼｮﾝ難民」も社会問題となっており、
2022年大統領選でに争点になるのは必至だ。
・一等地では100㎡の３DKﾏﾝｼｮﾝで3億円超が相場。

＊中国EV、販売「ﾃｽﾗ超え」…格安で狙う世界市場席巻
「欧州連合（EU）域内に、ﾃｽﾗを超えて世界で最も売れた最も安いEVがやってきた」そんな宣
伝文句ﾊﾞﾙﾄ海に面するﾘﾄｱﾆｱで小型EV「Freeze Nikrob EV」が走り出した。中身は上汽通用
五菱汽車「宏光MINI EV」だ。
・安全対策の追加などで現地価格は中国の2倍強の9999ﾕｰﾛ（約130万円）から。物流会社
から引き合いがあるという。
・昨年7月の発売から大ﾋｯﾄし、今年1～3月のEV販売台数でﾃｽﾗ「ﾓﾃﾞﾙ3」を抜いた。走行距
離120㎞に絞り、圧倒的な安さ、自宅で充電などの利便性で農村など地方に人気を集めた。
世界を席巻できるのか。



2021/4/28 経済

2021/4/29 経済

2021/4/29 経済

2021/4/30 経済

2021/4/30 経済 ＊ﾊﾞｲﾃﾞﾝ大統領　議会演説…対中国「強力な軍事力維持」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同盟国と協調　立て直し
ﾊﾞｲﾃﾞﾝ大統領演説は中国への対抗意識を色濃く映す。同盟国との協調関係を立て直し、中
東からｲﾝﾄﾞ太平洋への軍事力ｼﾌﾄ等、あらゆる資源を対中競争に振り向ける方針。
⦿ﾊﾞｲﾃﾞﾝ氏演説骨子
・「ﾊﾞｲ・ｱﾒﾘｶﾝ」の原則に基づき雇用を創出。・企業と富裕層は公正な負担を支払うべき。・気
候変動は世界規模の戦い。・中国との競争は歓迎するが、衝突は望まぬ。・ｲﾝﾄﾞ太平洋で強
力な軍事量を維持。・移民は不可欠、移民問題を解決すべき。・銃による暴力から国民を守
る。

＊韓国経済、ｺﾛﾅ前水準…1～3月1.6%成長　消費、所得層で明暗
韓国銀行は1～3月の韓国のGDPは前期比1.6%増え、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染拡大前の水準に
回復した。けん引役はｻﾑｽﾝ電子などのｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ企業による輸出と設備投資だ。個人消費は
ｺﾛﾅ前の水準に届いていない。

＊ﾊﾞｲﾄﾀﾞﾝｽ、上場を凍結…TikTok運営、組織再編を優先
　　　　　　　　　　　　　　　　　  中国の規制圧力　考慮か
「TikTok（ﾃｨｯｸﾄｯｸ）」を運営する中国ﾈｯﾄ大手の北京字節跳動科技（ﾊﾞｲﾄﾀﾞﾝｽ）が中国事業
の上場計画を凍結した。多角化で急速に膨らむ社内組織の再編が必要になっているほか、
中国ではﾈｯﾄ企業への規制が一段と強まっている。上場にはさらなる時間が必要と判断。

＊欧州最大　EV・PHV販売…昨年倍増の140万台、中国抜く
国際ｴﾈﾙｷﾞｰ機関（IEA）は29日、2020年に世界で販売されたEVとPHV（ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ車）
は合計で約300万台となり、前年比41%増。欧州での販売は約140万台と中国を初めて抜き、
世界最大の市場となった。
・欧州では新車販売22%減、ＥＶ・ＰＨＶは販売が2倍、ｼｪｱ10%となった。

＊中国　主導確保へ関税撤廃…RCEP、年内にも発効へ
日中韓やASEANなど15ヵ国が参加する包括的経済連携（RCEP）協定が、28日、国会承認さ
れた。2021年末にも発行される見通しだ。日本にとって中韓と結ぶ初めての経済連携協定
(EPA)になる。自動車産業など日本企業にとって貿易自由化の進展は追い風になる。


